２０１５年度事業計画
　　　　　　　　　　　　　　
１　事業方針
国連の障害者権利条約が批准され1年が経過、包括的代行決定である後見類型が8割以上を占める我が国の成年後見制度のあり方が議論されています。国際的な潮流は、代行決定から支援付き意思決定支援であり、その議論の行く末に注意を払う必要があります。
さて、法人設立後丸三年が経過いたしました。この間、会員３６名及び賛助会員は、

１３３名と急速に増えました。１年目は、弁護士が監督人に付くなど言わば試用期間でした。２年目は、監督人も辞任し家裁に認められ本格稼働になりました。3年目で財政的にも安定してまいりました。前年度末には受任事例は延べ２７件になり、県内外からの視察者も増えています。横浜市社会福祉協議会からの助成も決定しています。４年目の今年度は、引き続き「小さくとも信頼される法人」そして「認定NPO法人」を目指します。
　今年度はこれらを踏まえ、次の目標と事業を定め法人を運営していきます。
＜目標＞

1.事務局員を引き続き雇用するなど、事務局機能を強化します
2.担当者を養成するなど、交代可能な担当者体制を確保します
3.申立支援専門員を養成・認証し、申立支援に力を入れます
  4.法人経理管理システムを稼働させます

２　事業内容
　（１）成年後見人等の法人受任に関する事業
・内容　　　　受任した成年被後見人への後見業務実施　
・日時　　　　通年

・場所　　　　横浜市内
・従事者人員　延べ　　　　        　　100人
・受益対象者　 　　　　　         　　 50人
・支出予算見込額　　　　　　　　 約430万円
　（２）成年後見制度の相談・申立支援に関する事業
・内容　　　　事務所及び出張による相談・申立支援
・日時　　　　通年　
・場所　　　　横浜市内
・従事者人員　延べ                　　70人
・受益対象者　　　                　 600人
・支出予算見込額　        　　　　約50万円

　（３）成年後見制度の普及・啓発など権利擁護に関する事業
・内容　　権利擁護に関する研修会等への講師派遣
　　　　　権利擁護に関する関係団体との交流
　　　　　講談師：神田織音さんの台本作成と口演への支援
　　　　　プロジェクトチームによる後見的支援の推進　

・日時　　通年

・場所　　国内
・従事者人員　　延べ              　　70人
・受益対象者　　　                 1,000人
・支出予算見込額　               約20万円
　（４）その他事業
・内容　　　　任意契約　
・日時　　　　通年

・場所　　　　横浜市内
・従事者人員　延べ　　　　        　　5人
・受益対象者　 　　　　　         　　1人
・支出予算見込額　　　　　　　　約10万円
